
 事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合が
20％未満である事業所に対する目標削減率の緩和措置に係る確認書（様式1（別添1含む））

※ 複数の大規模事業所を設置している場合は、事業所ごとに提出すること

 添付書類
別添１の「３ 添付する書類」に記載した書類
例）設備の電化が困難な理由及び今後の設備更新計画等の概要を補足する書類

※ 第4削減計画期間については、提出期限は令和8年3月末です。
（毎年度の申請は不要です）

緩和措置の申請における提出書類

1

埼玉県目標設定型排出量取引制度 電気使用割合２０％未満の事業所に対する目標削減率の緩和について



• 大規模事業者（＝地球温暖化対策計画書の提出
者）の住所、名称、代表者職・氏名を記入

• 代表者印は押印不要

• 事業者番号、事業所名称は、地球温暖化対
策計画書に記載しているものに合わせる

• 担当者の連絡先を記入
※担当者は提出者に属する方としてください

確認書の記入方法 [ 様式1 ]

2



（別添１）

（１）事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合

（２）第３削減計画期間の期間を通じた削減率が第４削減計画期間の目標削減率未満

20 20 ％ 20 ％ 20 ％ 20 ％
第４削減計画期間
の 目 標 削 減 率

20.0 ％

第４削減計画期間 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

t-CO2

第３削減計画期間
の 期 間 を 通 じ た
削 減 率

％15.4

6,000 t-CO2 5,600 t-CO2 5,800
目 標 設 定 ガ ス
排 出 量

6,000 t-CO2 6,200 t-CO2

令和１１年度

％

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度第３削減計画期間

7,000 t-CO2 7,000 t-CO2 7,000 t-CO2 7,000 t-CO2 7,000 t-CO2基 準 排 出 量

事 業 所 全 体 の
エネルギー使用量に
占める電気使用割合

20.0 ％ 17.9 ％ 17.2 ％

18.0 ％

kL

600 kL

事 業 所 全 体 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 量

3,000 kL 2,800 kL 2,900

500 kL 500 kL
他人から供給された
電 気 に 係 る
エ ネ ル ギ ー 使 用 量

緩和対象となる事業所について
010x01事業所番号

1　緩和措置の要件確認

要 件 確 認 の 年 度 年度 年度

排 出 量 が 標 準 的
で な い 年 度

年度令和 4 令和 5 令和 6

令和４年度から令和６年度の算定資料の
「７燃料等使用量及びエネルギー起源ＣＯ２
排出量（自動計算）」を基に記入

令和７年度の温対計画書の当該事業所の
地球温暖化対策計画・実施状況報告書の
「３−２ 温室効果ガス削減目標に係る状況」
を基に記入

要件①
算定結果（自動計算）が20%未満で
あることを確認

確認書の記入方法 [ 別添1 ] その①

3

基準排出量の算定の際に、排出量が標準的で
ない年度とした場合は選択

要件②
第３削減計画期間の期間を通じた削減率が
第４削減計画期間の目標削減率未満
であることあることを確認



・設備の電化が困難な理由 及び
今後の設備更新計画等の概要を
補足する添付書類の名称等を記入する。

・添付書類には通し番号を付して、
その番号を各欄に記入してください

確認書の記入方法 [ 別添1 ] その②

4

△別紙（ ）のとおり

３　添付する書類

△別紙（ ）のとおり

設備更新計画資料 △別紙（ 1 ）のとおり

２　設備の電化が困難な理由及び設備更新計画等の概要

設 備 の 電 化 が
困 難 な 理 由

エネルギー使用量の○％を占めるを○○設備の燃料が○○であり、電気
を使用する当該設備は存在しないため、設備の電化が困難である。

設 備 更 新 計 画 等
の 概 要

添付書類１のとおり

要件③
設備の電化が困難な理由及び今後の設備更新計
画等の概要について記入。
設備更新計画については、第４削減計画期間終
了後の計画を含んでいても問題ありません。


